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1地 域産業政策の課題

(1)地 域経済の不均等発展 とその政策対応

現代資本主義のもとでは地域経済は不均等に

発展せざるをえない。それは地域における自然

的歴史的条件 としての資源の賦存や生産諸力が

不均一なうえに、地域経済を構成する産業およ

び企業間の不均等な発展が避けられないからで

ある。加えて、政府および地方 自治体からの所

得再配分機能を含む財政支出についても、その

不均一性はまぬがれないか らである。このこと

を、わが国において最初に指摘 したのは故島恭

彦である%

1980年 代半ば以降、地域経済の不均等 な発展

をうながす最大の要因である資本の投資動向に

おいて、わが国の多くの大企業が多国籍化 しな

が ら生産の最適立地 を世界大で追求 しはじめ

た。そ して、これにともないこれまでの国内の

「フルセ ット」型生産システムが国際的な分業

システムに移行 しつつある。この結果、地域経

済の不均等な発展をいっそう拡大させたばか り

でなく、大都市圏、地方圏を問わず従来にない

新たな局面、すなわち産業の 「空洞化」問題を

現出させた。

とはいえ、こうした問題はなにもわが国特有

のものではない。すなわち経済のグローバル化

あるいは情報化 と一体的にすすむ産業構造の高

度化にともなって地球サイズでの地域間競争が

現出 し、地域間においても「勝者」と「敗者」の二

極化が進行 している。いいかえれば経済のグロ

ーバル化、情報化の急速度での進展は、地域 に

おける資本や企業立地の流動化のみならず住民

の流動化 もうながし、「究極の過疎」化がすす

む一方で高密度な大都市化が実現 している。そ

の際、地域の盛衰 を規定す る分水嶺の ひとつ に

産業集積が あ り、その地域 の持 続的 な発展 を構

想す るうえで、その集積地 の もつ特有の 「産業

的雰囲気」(industrialatmospheres)2)や 集 積

メ リ ッ トの構造 的特質 を維持 、拡 大す るこ とが

不可欠の要件 となってい る。

ところが、こうした高密度な都市空間におい

ては資本は独 自に集積メリットの享受を極大化

しようとするため、必然的に集積のデメリット

は社会的損失 として放置 される。その結果、

「現代的貧困」 としての都市問題が顕在化する

こととなる。そこで地域経済の不均等な発展の

矛盾を是正 し、都市住民の共同生活条件を守る

ために公共的手段による 「市場への介入」、す

なわち産業政策た りうる地域政策ない しは都市

政策が必要 となる。そ して、ここに宮本憲一の

いう 「能動的容器 としての地域」における管理

主体として、地方自治体の役割があらためて求

められるのである㌔

しか し、わが国の産業政策において地方自治

体が主役 として登場することは、今日にいたる

まで一度 としてなかった。その理由は、戦後わ

が国で展開された国土政策においては、その 目

標に 「均衡ある国土計画の実現に向け、国土構

造における不均等発展の是正」を掲げたものの、

産業立地政策 としてはわが国の産業の国際競争

力強化のために重点的な資源配分がつ らぬかれ

たからである。すなわち太平洋ベル ト地帯を中

心に拠点開発方式による重化学工業化がすすめ

られる一方で、大企業の管理中枢機能等高次の

経済機能は大都市部に集中 しつつ、その対極で

工場等低次の経済機能は大都市部の過密を是正

するために地方への分散化がはか られた。 した

がって、その際地方自治体に求め られた基本的
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な役割は必然的にこうした中央政府のすすめる

政策の、いわば補完物の域をでるものではなか

った。

それが1990年 代後半には不況の長期化 と 「産

業の空洞化」の顕在化にともなって、とりわけ

大都市圏において自治体財政が軒並み危機的状

況に直面することとなる。それは歳入面で税収

が法人関係税 を中心に大幅に減少する反面、歳

出面では史上空前の失業率の高まりなどとあい

まって福祉関係経費が急増するという、いわゆ

る財政ス トレスの進行である。そこで自治体財

政再建のためにも、地方自治の物質的土台 とし

ての地域経済再生が喫緊の課題 となる。そして

かかる事態の出現こそが、 自治体 レベルか らの

産業行政のあ り方について抜本改革を含め検討

せざるをえない今日的背景である。

(2)先 行議論についての若干の検討

こうした事態の進展に対する有効な議論のひ

とつに、宮本憲一の提唱する内発的発展論があ

る%宮 本の内発的発展論は、

①地域に賦存する生産諸力をもとに、地域内市

場を対象に住民が学習 ・計画 ・経営する、

②環境保全を前提 とし、アメニティや福祉 ・文

化の向上、人権の確立を求める総合的な目的

をもつ、

③地域産業の多角化と付加価値の地元帰属を考

え、地域内産業連関を重視する、

④住民参加制度により自治体が住民の意思を体

現 し、資本や土地利用の規制 をはかる自治権

をもつなどによって、自律 した地域経済シス

テムへの転換をはかることを提案する。

こうした宮本の議論は資本の地域的、国際的展

開に対するオルターナティブな案であ り、中村

剛治郎のいうように、「新 しい システムを求め

る実験であ り、それは、地域の実験であるが、

国家の実験であり、世界の実験である」コ。 と

はいえ、この議論においては達成の道筋や手段

が不明確なうえに、今 日的問題性の根源である

資本の国際的展開それ事態を規制する論理は限

りなく弱い。

これに対 し、デ ビッ ド.C.コ ー テ ン(DavidC.

Korten)は 、 今 日のグローバ ル経済あ るい はグ

ローバ ル資本 主義 につい て、 「か って の帝国主

義 の現代 版で あ り、帝 国主義 と同様 の結果 を も

た ら してい る」 と指摘 す る。具体 的 には、 「金

銭 のみ を唯一 の価値 とす る巨大 企業に よって支

配 され統 制 されないグ ローバ ル経 済は本質的 に

不安定 であ り、とてつ もない不平 等を生み出 し、

市場 、民 主主義、 そ して生命 を破壊 し、少数者

に富 裕 をもた らす が、実質的 には人類 を貧困化

させ ている」 と断罪す るfi)。

その うえで、「グローバルな経済 システムに

は本質的に、巨大で、世界規模で、競争的で、

資源浪費型で、短期的なものを重視する傾向が

ある」のに対 し、「小 さく、地域的で、協力的

で、資源保存型で、長期的なものを重視するシ

ステム」をつ くらなければならないと主張する。

そして、そのためにもグローバル企業を適正に

規制するとともに、「意識 をグローバル化 し、

経済を地域化」一 小規模企業 を主体 とした地

域経済システムに転換することが不可欠である

とのべている7)。

そしてコーテンは、その具体化にむけた基本

原則 として次の6点 をあげている。その第一は

持続可能な環境の原則、第二は経済的公正の原

則、第三は生物的 ・文化的多様性の原則、第四

は人民主権の原則(ま たは中央権力移譲の原

則)、 第五は内在的責任の原則であり、そ して

第六は共有遺産の原則である8)。

すなわちコーテンのいう健全な社会とは、持

続可能な環境利用にもとづ き、人民主権の もと

に経済力がすべての成員にバランスよく配分さ

れるなかで生物的 ・文化的多様性が促進される

社会である。同時にその実現のためには、グロ

ーバル経済システムがコス トの外部化により利

潤の最大化 をはかろうとするのに対 し、自律し

た地域経済システムへの転換は環境保全のため

にもコス トの外部化を許さず、また人類が蓄積

した知的資産を占有することはもとより、それ

が人類に有害となる使い方など許 されないとす

る考え方である。
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こうしたコーテンの主張はその大半が首肯で

きるものの、肝心のグローバル企業に対する規

制問題や自律的な地域経済 システムへの移行の

プロセスな ど一部具体性が 欠ける点は否めな

い。 しかし、こうした議論がグローバル ・エコ

ノミー段階における地域経済のあ り方を考える

うえで、重要な手がか りとなるものであること

はまちがいない。

そこで、この小論では、宮本やコーテンが主

張するような自律 した地域経済 システムへ転換

をはかるために、まずそのモデルとして1970年

代後半以降のイタリアの経験を位置づけ、その

うえで、わが国の、とりわけ大都市圏における

地域産業政策のあ り方について検討する。また

それに先だち、地域産業政策と深 く関連するわ

が国の戦後の中小企業政策 を概観することとす

る。

Eわ が国の中小企業政策 と地域政策

α)戦 後の中小企業政策と地域

わが国における戦後の中小企業政策の変遷に

ついて、『平成IO年 版中小企業白書』では 「復

興期」「高度成長期」「安定成長期」「転換期」

の4時 期に区分し、その時期ごとの特徴につい

て概括 している`%し か し、それをみるまでも

なく戦後の中小企業政策の基本はあくまで も産

業政策の一環 として、わが国産業の国際競争力

を強化するための 「生産性向上政策であ り、生

産力政策であった」1ω。すなわち戦後の産業復

興およびその後の産業振興策の展開過程で顕在

化 した大企業 と中小企業間における格差の是正

― 「二重構造」を克服するために、中小企業の

「近代化」と「不利補正」を柱 とする「問題の意識

化」がその中心であった。

したがって、そののち中小企業対策 としては、

「あ りとあらゆる」あるいは 「至れ り尽 くせ り」

と評されるほどに多様 な施策が展開されたが、

それは一面では産業政策としての性格をもちな

が らも、その多 くが経済的弱者を救済する社会

政策的側面もあわせ もっていた。加えて事業規

模としては比較的小規模のものが多 く、配分方

法 もその大半が工業組合や商工会議所を受け皿

としてすすめるというように業界への補助金あ

るいは助成金という形が一般的であったため、

運用に際 しての一定の恣意性はまぬがれなかっ

た。そしてこのことが中小企業政策全般ないし

は個々の施策に対する評価において、イデオロ

ギー的対立とでもいえる状況を生みだした要因

の一つであることは多言を要 しないであろう。

このとき地域については前述の とお り、「規

模の経済 を軸とする産業の論理を基準に、地域

を空間の効率的な利用対象とすることに終始 し

たきらいがあ」り、いわば「産業の論理が地域の

論理に優先する時代」がつづいたm。 いいかえ

れば戦後展開されたわが国の産業政策において

は、生産性至上主義がつ らぬかれたことによっ

て地域は政府や大企業の従属変数となり、地域

固有の多様性(diversity)あ るいは異質性

(heterogeneity)は 否定される状況がつづいた。

その結果、このような経緯で体系化された中

小企業政策のなかに、地域政策が登場するのは

1970年 代に入ってからで、それも構造不況業種

を中心 とした不況地域に対する当面の対応策に

すぎなかった。その後、地域経済を振興する担

い手 として中小企業の振興をはかる、とい う地

域視点を明確にした施策が登場するのは1980年

代 に入ってか らである。またそれが本格化する

のは、1990年 代以降の空洞化問題への対応策 と

してである―2》。

具体的には空洞化対策の切 り札 として、「創

造的中小企業」の出現をうながすための「中小企

業創造活動促進法」(1995年 制定)と あわせて、

地方の中小産地 を対象に1992年 に制定された

「中小企業集積活性化法」を大都市圏の工業集積

地へ拡大適用するために全面改正 し、1997年 に

は「特定産業集積の活性化に関する臨時措置法」

(地域産業集積活性化法)が制定 ・施行 された。

そして、翌1998年 には従来の産業部門別あるい

は課題別という縦割りの弊害を除去 し施策を統

合するために、通産省だけでなく中央の11省 庁

が連携 し、「中心市街地における市街地の整備
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及び商業等の活性化の一体的推進に関する臨時

措置法」(中 心市街地活性化法)が 制定された。

この法の制定により、地域対策としては二本柱

の体制が整えられた。またこの法の施行に際し

ては、今 日の未曾有の経済危機 を克服するため

の中軸をなす公共事業のひとつに位置づけられ

たため、事業規模 も初年度だけで総額1兆 円に

のぼるといわれている13)。

いずれにしても、このように中央省庁の認識

や対応において、現在はようやくのことであれ、

都市部にシフ トしつつあるというのは事実であ

ろう。

(2)今 後の中小企業政策のあり方 をめぐって

ところで、有田辰男はわが国の戦後から1990

年代初頭にかけての中小企業政策を総括 したう

えで、今後の中小企業政策のあ り方について、

以下のとおりのべている。

「これからの中小企業政策は、中小企業をめ

ぐる分配関係の面 に重点が移 されるべ きであ

り、その第一は企業間関係であ り、第二は企業

内関係であろう。第一の企業間関係では、公正

な競争秩序づ くりを目指す競争促進的な不利是

正政策の強化が必要であり、ことに、下請関係

における大企業の優越的地位の濫用の規制の強

化が必要であろう。第二の企業内関係では、中

小企業の労働関係の 『近代化』の推進が必要で

あ」 り、「この労働関係の 『近代化』 こそが、

中小企業における人材確保対策や経営資源蓄積

のための本道 として 位置づけられるべ き」で

あると提起 している。加 えて、「中小企業 と地

域経 済の関係も重視 されるべ き」であると強

調 し、かつ地域経済の多様性 と問題 の地域的

な相違性についても触れなが ら、「地域の実情

により即 した政策を 展開するためには地域主

導の政策展開が必要となってきてお り、中央と

地方 との政策主体間の協調のあ り方の再検討

が必要になってきている」、と指摘 しているM)。

そして、その後の政策展開の推移は上記のと

お り、一面では中小企業政策のなかに 「地域概

念の導入」がすすみつつある。 しか しもう一方

の政策主体の問題は残されたままで、中央 と地

方 との間での政策分担や協調のあ り方をめ ぐっ

ては政策選択における地方自治体の主体性を尊

重するという部分修正はあったが、権限委譲等

抜本改革する気配はまった くない。それもこの

間、地方分権推進法が制定(1995年)さ れて以

降、五次にわたる地方分権推進のための 「勧告」

を経たのち地方分権推進法が成立(1999年)し 、

中央政府 と地方自治体の関係はイコール ・パー

トナーシップの名のもとに機関委任事務が全廃

され、ひとまず 「対等な関係」に改革 されたに

もかかわ らずである。

その一方で、中小企業基本法の全面的な見直

しが進行中である。そして、それは基本法の政

策理念である大企業 と中小企業間の 「格差是正」

をするために、「弱者としての中小企業」を保護

育成するという政策 目的を根本的に見直し、そ

の軸を 「多様で活力ある独立 した中小企業 を育

成 ・発展する」に完全にシフ トすることである。

同時に、その対象としての中小企業の範囲につ

いても改変される。

今回の見直 しは一般のマスコミも報 じるよう

に、「能力のある元気 な中小企業 をどんどん伸

ばして経済の新陳代謝 を活発 にしよう」15⊃とす

る点は一定理解できるものの、問題は中小企業

全体のなかでいぜんとして問題型中小企業が圧

倒的に多 く、かつ問題それ事態も個別企業の経

営 レベルにとどまらず、大都市圏においては

「基盤的技術」領域を中心に 「歯槽膿漏的崩壊」

現象や、地場産業地域では産地崩壊の危機が生

じるなど複雑多岐にわたっている。 このため、

「一律の保護はもう無理」16,としても、逆に客観

的には階層別、地域別により木目細かな対応が

求められる。 しかし今回の見直しでは、これら

の 「弱者」に対する新たな位置づけ等はおこな

われず、その必然の結果 として従来の弱者救済

策を打ち切る方向が示唆されている。

ちなみに、こうした考えを端的に示 している

のが、島田晴雄 らによる 『産業創出の地域構想』

である。本書は、地域の活性化のためには従来

の中央依存型から脱却し、地域に現存する資源
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や能力 を総動員 して新たな産業を創出する内発

的、自律的発展 をめざすべ きと主張する。そし

てそのためにも中央集権的な行財政制度改革と

あわせて、「地域 の人々が、みずからの責任 と

判断で、未来に向けて挑戦 しようとする自立し

た精神を持つこと」がとくに重要であると提起

する。この一見妥当と思える提案 も現下の国と

地方をめぐる状況、すなわち商工行政に関する

権限委譲や財源問題がまったく具体化していな

いもとでは、地域経済の自律的発展の課題に対

し単に 自己責任のみを全面的にかかげること

は、中央政府が現在実施する最低限の責任すら

放棄することにいわば免罪符を与えるだけにす

ぎない171。

そこで、以下ではわが国のこうした現状 を抜

本的に改革し、グローバル ・エコノミー段階に

対応した地域産業政策のあ り方を検討するうえ

で、 もっとも参考になる事例のひとつ として

1980年 代後半以降のイタリアの経験 を見てみる

こととしよう。

皿 「サー ド・イタリア」と地域産業政策

(1)イ タリアの経験のもっ先駆性

先の 『平成10年 版中小企業白書』では、わが

国における戦後の中小企業政策の展開過程 を概

括的にふ り返るとともに、欧米の中小企業政策

について も概観 している。その概要の一覧が第

1表 である。ここに端的に示されているとお り、

欧米各国とわが国の中小企業政策の関係につい

てはもとより、中小企業の置かれた状況あるい

は中小企業問題に対する認識等についてもおお

むね共通 している とい うのが同書の大意であ

る。

しか し、そのなかでもあきらかに違 う点を指

し示 しているのが、 ドイッとイタリアの事例で

ある。なかでもイタリアについては、同書は次

のとお り紹介 している。

「イタリアの中小企業政策は、従来、国レベ

ルより各州 とその下の市町村や各地域の商工会

議所、産業連盟等 の果たす役割が大 きく、北

第1表 欧米主要国における中小企業と中小企業政策

企業数 従業者数売上高 主な政策等'

米 国 中小企業 99.7 53 51 軽減税率,研究開発,創業

(1992) 大企業 0.3 47 49 診断・指導,政府調達等

(1996)GDP

翼国 中小企業 99.8 59 56.3 軽減税率,研究開発

(1996) 大企業 0.2 41 46.7 診断・指導等

・

ドイツ 中小企業 99.6 57 50 研究開発,創業診 断・指導

(1996) 大企業 0.4 43 50 政府調達,人材育成等
(1994)500人 未 満 (各州でも実施)

フランス 中小企業 99.8 66 62 軽減税率,研究開発,創業

(1996) 大企業 0.2 34 38 政府調達,人材育成等

(1994)500人 未 満
1

イタリア 中小企業 99.9 80 76.2 研究開発人材育成
(1996) 大企業 0.1 20 23.8 産業集積支援等

(自治体等の役割大)

EU 中小企業 99.8 66
― 研究開発創業等

1(1996) 大企業 0.2 34

β本 中小企業 99.1 78 51.3 軽減税率,研究開発,創業

(1994) 大企業 0.9 22 48.7 診断・指導 政府調達
(1995)製 造 品出荷額 人材育成,産業集積支援

組織化等
■

〔出所〕『平成10年 版 中小企 業 白書』(273へ.一シ)より引用。
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部 ・中部においては従来より自治体等は人材育

成支援、技術研究開発支援、情報提供サービス、

輸出支援、見本市等開催協力等を実施してきて

いる(傍 点一引用者)」 】8)。

にもかかわらず中小企業庁 としては、「中小

企業対策を含め産業政策に関する基本的権限は

政府の専管事項」との認識にあるがゆえか、こ

の 「イタリアの主導」 という違いについては、

一切 コメントしていない。

そこで以下では、あらためてイタリアの経験

について、なぜそうした自治体主導による政策

展開が可能になったのか、そのことが今 日のわ

が国において何が参考 となるのか、という点に

限定 し検討することとしよう。

イ タリアで は、戦後 の民 主化 お よび近代化 の

一環 として共和 国憲法 のなかに小企業 ない し職

人業 の保 護を規定 し、 その保 護 ・育成策 を具体

的にすす める主体 と しては、1970年 代 半 ばまで

は商工省管轄下のENAPI(EnteNazionaleper

I'ArtigianatoelePiccoleIndustrie:職 人

業 ・中小 企業 公社)で あっ た。 それが、1975年

の 「州 確 立 ・分権 化 法 」(第382号 法)お よび

1977年 の 「権 限委譲令」(第616号 政 令)が 施行

され たこ とに ともない解体 され、都 市計画や地

域計画 な ど地域 ア メニ ティを高 める行政権限 と

ともに産業行 政 の大部分 は州(regione)お よ

び基礎 自治体(comune)に 移 管 された19)。

そ して 、これが 契機 とな り、 イ タリア中北部

にお ける 「共生 的小 企業群」 による 「サー ド ・

イタ リア」現象 を うなが し、そ れが1980年 代 以

降の イタ リア経済 の 「第二の奇跡」 を出現 させ

た。

ちなみにその対象としての中小企業は、1991

年に施行された 「中小企業保護法」(第317号 法)

によると、工業部門は従業員200人 以下、商業

部門および先端三次産業 を含むサービス業部門

は従業員75人 以下の企業である。これ以外にも

職人業については、「職人業(手 工業)基 本法」

(第443号法)に より、①大量生産をおこなわな

い企業の場合は上限が見習い を含め22人 以下、

②大量生産をおこなう企業の場合は見習いを含

め12人 以下、③芸術的、伝統的加工部門および

オーダー ・メイド服部門は見習いを含め40人 以

下、などの職人企業は特別に保護されるよう法

制化 されているLO)。

(2)「 エ ミ リア ン ・モデル」

1)「 エ ミリアン ・モデル」とは

「サー ド・イ タリア」現象 はイ タリア中北部

のエ ミリア・ロマ ーニ ャ州 や トス カー ナ州、 ヴ

ェ ネ ト州、マ ルケ州 などが舞 台であ る。そ の中

心 地 のひ とつ であ るエ ミリア・ロマー ニ ャ州で

は、先の州確立 ・分権 化法お よび権 限委譲令が

施 行 された のを契機 に、 「産業振興 の基礎 は公

共サー ビスで ある」(エ ミリア・ロマーニ ャ州産

業 局長)21)と の 基本的立場 か ら、産業行政 につ

いて州 と基礎 自治体 お よび業者 団体 との間 の役

割分担 を明確 に しなが ら具体化 をすすめた。

まず 、それ は州 とコムー ネの 関係 につ いて 、

州が地域 産業政策 のスキームや フ レーム ワー ク

等 につ いては もちろんの こと、輸 出を うながす

ため の欧 州随一 といわれる国際見本市 会場 をは

じめ産業 イ ンフラの整備 、若者 に対す る創 業支

援22}、環 境 を守 るための公害対 策 な どに関 して

基本的 な責任 をもっている。 これ に対 し基礎 自

治体 としての コムーネは、労働者 の技能 訓練や

技術教育 、女 性の社会 進出 をうながす ための保

育所 をは じめ とした社 会福祉 サー ビス、それに

都市景観 やア メニ テ ィを守 る都市計画 な どを担

うという ように、各級行政機 関の守備範 囲 を明

確 に した。 そ して 、 「産 業地 区 」(industrial

district》お よび個別企 業に対す るサ ー ビスの基

本 は業者 団体 等が担 うと し、具体的 にその圧倒

的部分 を提 供 して いるのが全 国職 人連合会エ ミ

リア・ロマーニャ州本部(CNA:Confederazione

NationaledelrArtigianatoRegionaleEmilia

Romagna)で あ る。

CNAは1945年 に組織 され、1994年 現 在、州内

の約140,000社 の 中小 ・職 人企業の うち約86,000

社 を組織 し、2,400人 を超 えるス タ ッフが、226

の地 域 オフ ィス と11の セ クター・一別連 合をパ ソコ

ンで ネッ トワーキ ング し、次 のよ うな多様なサ

一77―



財政学研究 第25号

一 ビス をお こなっている
。

①メンバー企業の財務会計処理および労働賃

金台帳の引 き受けや給与計算 など経理の管理、

②所得税、付加価値税の申告など税務処理サー

ビス、③資金繰 りのための信用供与 と建物や機

械などへの融資相談、という一般的なサービス

に加 え、④企業拡張のための土地の共同購入や

工場を共同建築する際のコーディネー ト、⑤労

働組合との交渉の代行、⑥製品輸出のための品

質証明や見本市等への参加コス トの引き下げ交

渉、⑦産業廃棄物の処理や技術開発、新技術導

入についてのサポー ト(大 学や各種研究機関等

との提携関係の斡旋)な どをおこなっている。

さらに、⑧原材料の購入をより安価で仕入れる

ための 「購入同盟」、⑨銀行融資を受ける際相

互に保証 しあった り、より低い金利で融資を受

けるために銀行と交渉するための 「信用同盟」、

⑩大企業に伍 して規模の経済を実現するための

「販売同盟」など、必要に応 じて中小企業 ・職

人企業を組織している。

またエ ミリア・ロマーニャ州の産業行政の独

創性を象徴するのが、情報サービス等に関する

対応である。 とくに産業地区の企業は従業員20

人未満の小規模企業が中心であるため、絶えず

技術開発等をめぐる大企業 との競争だけでなく

低賃金諸国との競争にさらされている。そこで、

今後とも産業地区の企業が競争優位 を確保する

ためには、「かれらが真 に必要としているサー

ビス」にこたえる必要があるとの基本認識の も

とに、それは一般的な金融 ・融資サービスでは

なく技術開発等に関連 した情報提供 などである

と判断している。なかでも 「情報は公共財とし

ての性格 をもつ」ため、企業問において「情報

格差をつ くらない」ことが とりわけ重要 との考

えか ら、第三セクター組織で産業地区の指定と

その振興 プランの策定を担 うERVET(Ente

RegionaleperlaValorizzaioneEconomicadel

Territorio二 地域経済活性化公社)を その中核

機関として改組 し、地域密着型サー ビスを木目

細かくおこなっている23)。

このERVETの す すめ るサ ー ビ スを 「リア

ル ・サービス」(servizireali)と 呼び、技術開

発や市場開拓にかかわる情報の収集 と提供およ

びそれに関連する調査研究、原材料や部品など

の品質チェック、製品の品質管理を改善する実

験室の提供、広報誌や年報をつうじての専門技

術の開発や品質改善などの成功事例の紹介 と普

及、さらには輸出にかかわる外国の技術標準や

入札制度の翻訳 と紹介などをおこなっている。

同時に特筆すべ きは、この機関の職員は約30人

であるが、その3分 の2は20～30歳 代の女性で、

しか もその多くが大学院等で法律、経済、国際

関係 など特別の訓練をうけた専門家であ り、こ

のことが質の高いサービスの提供を可能にして

いる。

またこれ以外 に もERVET傘 下 に は、技 術開

発 や 品 質 向 上 等 をす す め る専 門機 関 と して

ASTER(AgenziaperloSviluppoTecnologico

dell'Emilia-Romagna:技 術 開発機構)を は じ

め、 ファ ッシ ョン、機械、 セラ ミック ・建設の

各部 門 ご とに技 術 開発 ・情 報 セ ンター を設置

し、企業の デー タベー スを整備 しなが ら、 各地

域 ない し業種 ごとへの特定 の支援 サー ビスを可

能 とするERVETシ ステ ムを構築 してい るL4}。

さ らに、 同 じく第三セ クター組織 と して、人

材養成の ための専門的職業訓練 や国際協力 によ

る市場 開拓等 で 「大 きな成果 を収 めてい る」機

関に、IFOA(lstitutoFormazioneOperatori

Aziendali:企 業 職業訓練機構)が あ るL'5)。

以 上に み られ る とお り、エ ミリア ・ロマーニ

ャ州 は産業行 政の分権 化 を契機 に、地域 の実態

に即 して地域 密着型ゐ産業振興 策 を創造的 に発

展 させ る一方 、その実施主体 として官民お よび

業者団体 等NPO(non-profitorganizations)の

役 割分担 を明確 に し、かつ その相互 関係 を有機

的 にはか りなが らすす めた。 そ して こう した先

駆 的実践 を、S.ブ ル ス コ(SebastianoBrusco)

は 「エ ミリアン ・モデル」と定式化 した2b㌔

2)「 エ ミ リアン・モデルjの 実相

1970年 代 後半以 降、エ ミリア・ロマー ニャ州 は
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産業行政が州に権限委譲されたのを契機に地域

密着型の産業振興策を旺盛にすすめた結果、今

日ではイタリアのなかでもっとも経済的優位性

をもつ地域のひとつとなっている。

た とえば就 業率 と失 業率 で み る と、エ ミ リ

ア・ロマーニ ャ州 は イタ リアで 就業率が もっ と

も高 く、それ も州発足当初の1977年 に は全 国平

均38.9%に 対 しエ ミリア・ロマー ニャ州は44.8%

で あ ったが、1992年 に は全 国平均37.6%に 対 し

44.5%で 約7ポ イ ン トも高い。 なかで も女性 の

就 業率 は34.5%で 、 イ タリア全体(25.6%)と

比 べ約10ポ イ ン トも高 くなってい る。逆 に失業

率 は、1977年 に は全 国平均7.1%に 対 しエ ミ リ

ア ・ロマーニ ャ州 は5.2%で あ ったが、1992年 に

は全国平均 が11.5%に 上昇 したのに対 し、エ ミリ

ア ・ロマーニ ャ州 は5.1%と 全 国水準 の2分 の1

以 下に とどまってい る貯〉。

また第2表 は、EC諸 国 と一人当た りのGDP

を比較 した もので あるが、 エ ミリア ・ロマ ーニ

ャ州 は ミラノな どが ある ロンバ ルデ ィァ州 とと

もに、ECの なか で も有数 の経済 力 を もった地

域 であるこ とが たち どころに判明する28)。

と はいえ、エ ミ リア ・ロマ ーニ ャ州 も一 色で

はな く、州 内には多様 な業種 あるいは製品別 に

中小 ・職人企業が地域 単位で集積 し、 しか もそ

の歴史的社会 的形成 要因 の違 いに対応 して多様

で個性 的な産業地区 を形成 してい る。た とえば、

わ れわれが 調査 を した カル ビ(Carpi)と サ ッ

ス ォー ロ(Sassuolo)で は、 その集積構造が 大

き く異 なってい る2"}。

「サ ー ド ・イ タリア」の典型 とい われ るカル

ビで は、企業集積 にと もない産

地 内で社会的分業 に もとつ く広範 なネ ッ トワー

ク構造 が形成 されて いる。具体的 には、アパ レ

ル企業2,068社 と 生産 設備 は もたず に商 品の企

画 ・販売 を担 当する親企業(finalfirm)504社

第2表EC諸 国の一人当たりのGDP比 較一
12力 国wp
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[出所]岡 本義行『イタリアの中小企業戦略 』(49ペーシ〉より引用。

一79一



財政学研究 第25号

が集積 している3{}}。ちなみに産地全体の雇用者

総数は約13,000人 で、1社 当た りの従業員規模

は平均5人 である。 この ことか らも小規模企業

が多いことがわかる。そ して、企画やデザイン、

材料の調達等は親企業が担い、型 どり、縫製、

裁断、ボタン付け、 トリミングと仕上げ等の各

生産工程ごとにそれぞれの下請企業が担 うとい

うように、各企業 レベルでの専門特化がすすむ

一方、工程間分業にもとづ き企業間の柔軟でか

つ濃密な多段階でのネットワーク的結合が形成

されている。

ただしこの親企業と下請企業の関係は上下関

係ではな く、あくまでも対等のpartnershipと し

ての関係である。しかも製品の性格上、季節的

変化や景気変動による仕事量の増減が激 しいた

め、労働力調整をはじめ経営の柔軟性をつねに

確保する意味からも経営規模を拡大するのでは

なく、企業間の協力、共同関係をより重視 して

いる。同時にその関係はフレキシブルに変化す

る。たとえば経営状態によっては親企業と下請

企業の関係が交替することさえ、さほど珍 しい

ことではない。この結果、産地内には 「驚 くべ

き多様な生産的結合」3])が存在するようになっ

た。

これに対 し、サッスォーロにはセラミックタ

イルを生産す る企業が220社 集積 し、その雇用

者総数は約21,000人 で、1社 当た りの従業員規

模は95人 強と産業地区では相対的に企業規模が

大 きいのが特徴のひとつである。また生産額で

はイ タリア全体 の約8割 のシェアを占めてい

る。こうした同業種の企業集積がすすんだ最大

の要因は、この地の土質が タイルの原材料に適

していたか らで、いわゆる原料地立地である。

しか し、各工場は素焼 きか ら完成品まで一貫生

産する企業が多いため、製品のデサインや機能

別、あるいは一般家庭用の汎用品か ら芸術的工

芸品にいたる多様 な製品群を開発 し、差別化す

ることによってそれぞれが棲み分けを してい

るQ

さらに産業地区としての競争優位を将来にわ

たって持続 させるために、地区内にモデナ大学

とセラ ミック情報 セ ンター(CentoCeramico)、

セ ラ ミックタイル生 産協 会(Assopiastrelle)、

そ れに州 や県 、市な どの各級行政機 関が協力 し、

モデナ大学化学科 を核 にセ ラ ミック専門の工学

系 大学 を設立 する など、技術 開発や製品開発 と

あわせて人材 育成 に も産業地 区全体 で と りくん

でいる。

このように産業地区ごとでそのなりたちは一

様ではなく、歴史的、社会的な形成要因の違い

にあわせて、それぞれが固有の産業地区を形成

している。

た とえ ば 第3表 は、M.フ ラ ンキ(Maura

Franchi)が エ ミリア ・ロマーニ ャ州内 の13の 産

業地 区につ いて、1984年 か ら93年 の 問にお ける

雇用の増大 、賃金水準、技術 革新 、国際化等12

項 目 にわたる各指標 を一覧に まとめた もの であ

る32)。こ れか らも一 目瞭然 のご とく、モデ ナ県

(サ ッス ォー ロ)の セ ラ ミック タイ ル産 地の場

合 は差別化 、企業集 中、労働 コス ト、技術革新

な ど10項 目が プ ラスを示 し、パ ルマ(Parma)

の 食 品加工 産地の場合 は企 業集中、国際化、輸

出性 向、雇用 など9項 目が プラス を示 してい る。

逆 にプラス指 標が半分 に も満た ない地 区は靴 製

造産地(Fusignano)、 木 製家具産地(Forli》な ど4

カ所 にす ぎず 、マ イナス指標 が過 半数 を超 える

産地 は1カ 所 もない。 ただ し、多 くの産 業地 区

で共通 してマイナ スを示 す ものに新規創業 問題

があ る鋤。

このようにエ ミリア・ロマーニャ州内の各産

業地区は、その形成要因等の違いにもかかわら

ず総 じて発展 しているのである。

(3)二 重 の 「フレキ シブル な トライアングル」

1)「 産 業地区」

それでは、なぜエ ミリア・ロマーニャ州内の

産業地区はか くも発展するのか、という点があ

らためて問題 となるが、そのまえに産業地区の

概念について少し整理してお くことにしよう。

「産業地区」 とい う概 念 を最初 に提起 したの

は、A.マ ー シャル(AlfredMarshall)で あ る。

周知 の とお り、マ ー シャル は 『経済学 原理 』
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のなかで、「地域 に集積 した産業」 を地域特化

産業と位置づけるとともに、それによってもた

らされる経済性を 「外部経済」と規定した。そ

して、それが形成 される要因については気候や

土地、原材料の存在に加 え、社会的要因 一 宮

廷の庇護や支配者による計画的な誘導を指摘 し

ている。そのうえで小企業が地域的に集積する

ことの具体的メリットとしては、

①機械、生産工程、事業経営における 「発明や

改 良」が 地域 の共通資 産(=コ モ ン・ス トッ

ク)と なる、

②近隣に補助産業が発達する、

③同種の生産物の拡大により分業構造の深化 と

高度に特化 した機械の利用が可能となる、

④技能に対する持続的な市場を提供する、

などをあげている3%

このマ ーシ ャルの概 念 を現代 的に蘇生 し、 イ

タ リア中北部 の 「共生的小企業 群」 に は じめて

適 用 した の はG.ベ カ ッテ ィー ニ ィ(Giacomo

Becattini)で あ る。か れは産業 地区 を次の とお

り定義す る。

「マーシャル型産業地区(MID:Marshallian

IndustrialDistrict)と は、 ひ とつの 自然 的・歴

史 的 に形 成 され た社 会 的 ・地域 的 単位 で あ り、

それ は企業集 団 とコミュニ ティのい きい き した

活動 によって特徴 づけ られ る」 とし、そ う した

もとで形成 された企業 間の フレキシブルでかつ

濃密 なネ ッ トワーク的結合が地 区内では内部経

済 と して機能 し、 それが技 術革新や 国際競争力

の形成 に、 ひいて は産業地区全体 の発展 に結 び

ついている とした3%

こうした議論を踏まえ、重森曉は産業地区の

特徴を、以下のとおり整理する。

すなわち産業地区とは、

①特定の業種の中小企業が特定の地域に集積立

地し、顧客の多様な需要に柔軟に対応 しなが

ら、高度に専門化された生産をおこなってい

る。

② 市場 との対応や企画お よび生 産工 程の コ ン ト

ロ・一・一ルをうけもつ親企業群(finalfirm)を 中

心 に、生産工程の各段階 を担 当す る下請企 業

群 、お よび運輸 ・金融 ・流 通 な どを担 当す る

関連企 業が、緊密 なネ ッ トワー クを形成 して

い る。

③産業地区内部においては、技術革新や製品開

発をめぐる きび しい企業間競争がみ られる

が、同時に、産業地区を維持 ・発展させるた

めの永続的かつ民主的な企業間の共同と連帯

がある。

④経済活動の単位 としての産業地区と、住民生

活の単位としての地域 とが渾然一体 となり、

文化的 ・社会的 ・政治的な個性 と自治をつ く

りだしている、

と特徴づけている3%

重森 も指摘するように、イタリアの産業地区

は基本的にはわが国の地場産業地域 と類似 して

いるが、逆にあきらかな違い として確認で きる

のが、上記の③ と④であ り、実はこれらの内容

が 「サー ド・イタリア」現象の源泉にほかなら

ない。 またこのことを典型的に体現 しているの

が、ブルスコが「エ ミリアン ・モデル」と定式化

した地、エ ミリア・ロマーニャ州なのである。

2)「 競争と協調」関係

次 に、産業地区発展の源泉 と位置づ け られる、

一見相矛盾 す る 「競争 と協 調」関係 とはいった

い どの よ うな ものか 、そ れ が と りわ けエ ミリ

ァ・ロマー ニ ャ州 で成立す る条 件 につ いて 、ブ

ルスコの見解 を中心 にい ま一度確認す るこ とと

しよう37)。

まず第一に競争関係の直接的要因について。

市場における競争は価格競争と品質競争に二

分されるが、産業地区の企業群は一般的には品

質をめ ぐる競争を重視する傾向が強い。たとえ

ば市場に直接対応する親企業(finalfirm)は 、

「価格、配達時間、アフターサービス、商品の

品質、さらにはデザインなどをめぐって激 しい

競争を展開する」が、それがバイヤーとの関係

においては 「価格の透明性を保証」することに

なっている。同時に、それが公正な取引関係の

イメージを定着させることに役立つ一方、製品

の品質向上にもつながっている。またその前提

一81一



財政学研究 第25号

には競争をめ ぐる公正 なルールの存在 とあわせ

て、個別企業 レベルにおける 「個人的成功への

渇望」の広範 な存在や、「企業の創業と廃業の

高い比率」に示 される参入と淘汰のダイナ ミッ

クな展開が、産業地区における競争関係 をいっ

そう高めることになっている。

第二に協調関係が必然化する要因について。

他方、前述の 「驚 くべ き多様な生産的結合」

に加え、産業地区は零細業者が多いため、市場

で得にくい機械や原材料をお互いに融通 しあう

ことが 日常化 している。またとくに重要 な注文

を受注 した場合、短時間での仕上げや配達が求

められる場合、あるいは各企業が 自身の生産能

力を超えた注文を受注 した場合など協力、共同

する。ただしこうした企業間における多様な協

力、共同関係の多 くを調整するのがCNAで ある。

たとえば、CNAの 組織率が約40%と いうモデナ

(Modena)の 調査では、「220企業のうち30%の

企業が同一セクター内で協力、協調関係にある」

との結果がでている。

要 す る に 、 個 別 企 業 レベ ル のflexible

specialization(柔 軟 な専 門化)38)を 基 盤 と した

強 固で 多様 なネ ッ トワー ク的結 合 、す なわ ち

「産業 コ ミュニ テ ィ」 の発展 は、そ の底流 に歴

史的 に形 成 された濃 密 な人間 関係 と、 「社会 主

義 と労働が結婚 した」(エ ミリア ・ロマーニ ャ州

産業局長)39}と 評 され るコーポ ラテ ィブ運動等

に よる深い信頼関係 が存在 したか らである。

いいかえれば対市場 との関係において、一般

的に産業地区では賃金等の直接的コス トの低減

をめざすのではなく、facetofaceに もとつ く

強固な信頼関係 と近接性をベースに取引費用や

輸送コス ト等間接コス トの低減をめざす構造、

いわゆる外部経済を内部化する関係 として「競

争的協調」が存在するのである。

第三に、その社会的政治的要因について。

そ して、そ の結 果出現 した 「生産組織 として

の産業地区 と、家 族の集合体 と しての政 治的社

会 的地域 の一体化」40)、す なわ ちKポ ランニー

(Polanyi,K)の い う「経済 シス テムが社会 的諸

関係 のなかに 『埋 め込 まれた』(embedded)関

係 」をnl)、 と くに 自治体 機 能 とのかか わ りでみ

る と、 エ ミ リア ・ロマ ーニ ャ州 の首都 で あるボ

ローニ ャ市の場 合は次 の とお りである。

す なわち、① 「職入業の仕事は水のようなも

ので、それをどう広げてい くかが自治体の役割」

(ボローニ ャ市通商産業局長)と の認識をもと

に広範な専門家を組織 し、さしずめ 「オーケス

トラの指揮者の如 く」(同 前)す すめる産業行

政に加え42)、②産業インフラとしての街づ くり

にとどまらず、「ボローニ ャ」方式 といわれる

歴史的景観を維持、発展させる都市計画43)、③

地域 コミュニティを確立させるために地区住民

評議会の設立による行政への住民参加システム

や、女性の社会進出を保障する保育所をはじめ

手厚い社会福祉政策などかずかずの人権保障制

度の確立、 という三位一体的な制度改革が同時

進行した。

こうした自治体 レベルの改革は、「赤いベル

ト地帯」といわれた長年にわたる革新的 ・分権

的政治環境のもとで培 われた伝統的な 「家族主

義」 や 「仲 間主義」 な どによる政 治的風土

(associazionismo)、 すなわちC.ト リギ リア

(CarloTrigilia)の い う中央集権国家に対抗す

る地域の協調的一体性 ― 「政治的サブ ・カル

チャー」44}と結びつ き、はじめて可能になった

ことは論 をまたない。

以上のとおり、「競争と協調」を基調とする「エ

ミリアン ・モデル」とは、産業行政の分権化 を

契機に展開された自律的な地域経済 システムの

形成過程 において、その実施主体にかかわ り、

組織面ない し機能面で官民およびNPOの 三者

による濃密でフレキシブルな三位一体的構造が

つくられたことである。同時にこうした背景に

は、ボローニャ市にみたように産業の振興も街

づくりや人権保障と住民参加政策を一体的にす

すめてい くという、換言すれば生活圏における

生存権 と社会権、発達権 を同時的に保障すると

いう制度設計における革新的、かつフレキシブ

ルな三位一体的関係の構築があったからであ

る。

こうした組織面 と制度面という二重の側面か
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ら自治体が触媒 とな り、 「フ レキ シブル な トラ

イアングル」(flexibletriangle)と で も呼べ る

関係 が広 く地域的 に形成 された。そ して、それ

に よ り現 出 した地域 的一 体性(=embedded-

ness)に よ って、一見相 矛盾 する 「競争 と協調」

関係 も可 能に した。 また、 このこ とをつ う じて

個別企業のflexiblespecializationの 深 化 と強 固

で多様 なネ ッ トワー ク的結合 をうなが し、そ れ

が 産業 地 区全体 の競 争優 位 に結 実 したの であ

る。

Wわ が国の地方 自治体における

産業行政の現状と課題

(1)東 京都墨田区の産業行政の到達点とその背景

それでは、これまでみてきたイタリアと比 し

て、わが国の自治体における産業行政の現状は

どうであろうか、そ して、その改革方向はいか

にあるべ きか、というのが以下の課題である。

わが国における自治体産業行政を評価するに

あたって、その視点としては予算、機構 とスタ

ッフ、そして権限および政策内容などが考えら

れるが、問題は大半の自治体においては自律的、

創造的な産業行政を展開するうえで、予算的に

も人材的にも満足 な体制す らないのが現実であ

る。こうしたもとで、自治体独 自のとりくみを

求めることが容易でないことは確かであろう。

しか し経済のグローバル化、ボーダレス化の

急速度での展開と、その対極で大都市圏、地方

圏を問わず進展する産業の 「空洞化」は、もは

や一刻の猶予 を許さないの もまた事実であろ

う。同時に、こうした全体状況のもとであって

も積極的に産業行政を展開している自治体 もあ

る。そこで、まずこうした自治体を照射 し、そ

の到達点を確認することとしよう。

全国の自治体のなかで産業行政の草分け的存

在であ り、もっとも先進的な事例を示 している

のが、いうまでもなく東京都墨田区である。

墨田区の商工行政の原点は1977、78年 にさか

のぼ り、それは係長全員による悉皆調査にはじ

まるといわれている。その直接の契機となった

のは、1970年 代 に入 り小零細企業を中心に経営

の困難が増大するにつれ、しだいに区内の企業

数の減少が顕在化するなかで、このことに危機

感 を抱 いた業者運動の高 まりが背景にあった

45}
o

そして、この 「墨田区中小製造業基本実態調

査」 によ り地域の正確 な実態をつかむなかで、

それまでの 「産業対策は一自治体では無理」と

の認識を根本的に転換 した。すなわち既存の枠

組みにとらわれることな く調査結果にもとつ く

独 自の施策 をスター トさせ た。具体的には、

1979年 に 「墨田区中小企業振興基本条例」 を制

定し、区政の中軸に商工行政が位置づけられた。

そして、翌1980年 にはこの条例にもとづ き 「墨

田区産業振興会議」が業者参加で設置された。

それ以降は産業振興会議の提言をうけ、順次施

設づ くりか らソフ ト面にいたるまで、「実態に

即 した対応」 を基本にすすめられた。

この第一期にひきつづ き、第二期では拠点づ

くりとして産業会館と中小企業センターを建設

し、より具体的な振興策を展開した。そのなか

でとくにハー ド面のみ ならず ソフ ト面 も重視

し、たとえば地域産業のイメージアップ戦略の

一環 として、1985年 以降 「3M運 動」(「小さな

博物館」、「モデルショップ」、「マイスター」運

動のこと)に とりくむ。これは単に業者を励ま

すだけでなく、広 く区民に区内の産業の良さや

伝統文化 との関連などを知 らしめるためであ

る。そして現在は、第三期としてあらたな飛躍

をめざしている。

以上がこの20余 年の足取 りの概略であるが、

それでは、なぜ墨田区でか くも先駆的な産業行

政がすすんだのであろうか。

それは第一に、区職員による悉皆調査をつう

じて区政に科学性の導入 とあわせて、区職員の

あいだで、「まちの活性化のためには産業振興

が不可欠」との意識改革がすすんだからである。

第二に、計画策定段階か ら住民参加がつ らぬ

かれたことである。その結果、中小企業経営者

と行政の問に太い信頼のパイプがつなが り、双

方の間に強固なパー トナーシップ関係が確立 し
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たからである。

第 三に、行政運営に専門性 と計画性の導入が

はかられたことである。すなわち産業衰退の原

因を探求するうえで外部の専門家を組織 し、そ

の英知 を結集するなかで行政内の専門性 も高

め、かつ計画および実施に際 しては短期的課題

と長期的課題 を明確に区分 し攻勢的にすすめ

た。そしてその一端は、『イース トサイ ド』 と

題 した魅力的 な墨田区経済白書に結実 してい

る。

第四に、「産業行政は区政の中軸である」 と

の位置づけにふさわしい体制を、順次確立 した

ことである。たとえば当初は産業振興は1課 に

すぎなかったが、本格的に振興策が開始 された

1977年 には2課30人 体制に拡充され、1998年4

月現在では1部4課82人 に組織拡大している。

また事業数 も約50を 数えるが、それ以外 にも

「すみだ産業会館」 と 「すみだ中小企業セ ンタ

ー」において もそれぞれ独 自の事業があるよう

に、その内容はきわめて豊富で、予算 も23億余

円(1997年 度)に のぼっている。

前進した第五の要因は、区内を単なるものづ

くりの場 としてではな く、知的、創造的空問と

して、地域固有の文化 と産業を生みだす街づく

りと産業振興の一体化 ない しは総合化を当初か

ら追求していることである。

しかし残された課題も多 く、『墨田区産業振

興 プラン』(1995年)で は、それは、① ものづ

くりプロセスの課題、②工業立地環境の今日的

課題、③ ものづ くりにかかわる人材の課題、④

地域工業の国際分業への対応課題、の4点 に集

約されている4%

なかで も重要 と思える点は、「事業の複合化」

であろう。たとえば 「マイスター」運動 は、地

域内の優れたモノづ くり技術を発掘 し、それを

認定することによって当該の職人を励 ます効果

はあるものの、当事者の一人か ら 「隣の区へ行

けば、ただの紙切れ」 との辛辣な意見も聞けた

471。これに対 し、『産業振興 プラン』では区工

業を先導するリーディング企業群の創出を唱っ

てはいる ものの、そのための新技術、新製品の

開発に際 して、「マイスター」運動 にみ られる

伝統的工芸や職人的技芸 との結合の視点は弱

く、また区内に集積する卸売機能との提携によ

る地域内経済循環を高めるという視点なども必

ず しも明確ではない。 さらに、情報化への対応

も今後の課題 として残されている。

このようにみて くると、もとよりイタリアと

の単純比較はで きないものの、また現実にうま

れつつある民間セクターでの過度なまでの公共

依存体質をはじめ内部にある一定の不十分さを

差 し引くとして も、中央集権的行政運営が貫徹

する日本的条件の もとで、なにゆえに墨田区で

「エ ミリアン ・モデル」に匹敵するほどの創造

的な産業行政が展開できたのかが、ふたたび問

題 となろう。

この直接の背景にはいうまでもなく、第一に

美濃部革新都政の誕生と、第二にそれ以降すす

められた行財政改革のなかで、都市計画や産業

行政など都 の権限の一部が区へ事実上 「委譲」

されたからである。これを契機に、都区部にお

いてそれぞれの地域特性にあわせた個性的な街

づ くりの模索が展開されることとなる。逆にい

えば、かかる墨田区の先駆的な経験 も、「産業

コミュニティ」の形成 を軸とした墨田区固有の

条件を生かした街づくりにほかならない。

したがって、東京都の場合、産業振興にとり

くんでいる地域 はなにも墨田区だけではなく、

大田区をはじめ多 くの区部でそれぞれの地域特

性にあわせて独 自の産業振興策をすすめている

イ8㌔またその影響は東京都下に も広が り、たと

えば典型的な住宅都市 といえる三鷹市でも産業

振興策を積極的に展開している。それも市の基

本目標である良好な住環境を維持 し、高福祉 を

実現するという課題とかかわらせながらすすめ

ている。具体的には、まちづ くり公社を設置し

工場 アパー トの建設や、最近では情報都市をめ

ざしてSOHO(SmailOfflce,HomeOffice)事

業などにもとりくんでいる49)。

② 大阪の現状 と課題

ひるがえって、大阪の現状はどうであろうか。
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大阪府も東京都と同時期に革新知事が誕生し

たものの、地域政策をめぐっては東京都 とはそ

の方法が大きく違っていた。すなわち1960年 代

以降、大阪府企業局を申心 とした大規模プロジ

ェク トによる開発路線が、この間一貫 して変更

されることなく今 日にいたるまで継続 された。

このため制度設謙においても開発路線を府下的

にうながす一環として、1967年 に東部大阪地域

の三市合併(布 施、河内、枚岡市)を 強行 し東

大阪市を誕生させたことが象徴するように5。'、

東京都区部を中心に実体的に展開された地域固

有の自律的発展をめざす方向とはほぼ正反対の

路線がつらぬかれた。

そ して、その当然の帰結として、産業政策に

おいては大阪経済を下支えしてきた中小企業を

振興するという視点が一貫して弱い。たとえば

大阪圏のグランドデザインを指し示す 『大阪府

総合計画』(1990年 策定)で は、府下的にもっ

とも産業活動が活発な東大阪地域 を 「スポーッ

文化ゾーン」に指定 している。

またこの傾向は、大阪大都市圏の中核都市で

ある大阪市とて同様である。すなわち産業政策

の中心は湾岸地域の大規模開発や駅周辺の拠点

開発が中心で、内陸部の経済活動の圧倒的部分

を構成する中小零細企業を振興するという視点

はほとんどない。その姿勢を端的に示すのが、

大阪市の各区役所 には東京都区部と根本的に違

い、産業振興の担当窓口も担当者も皆無である。

したがって、こうした現実のもとでは、巷間

「大阪には産業行政はない」 と椰楡 されている

が、これもむべなるかなである。 またこの間こ

とあるごとに叫ばれた 「大阪経済の地盤沈下」

問題 も、その第一義的責任はともか くとして、

大阪府と大阪市の責任は到底まぬがれないとこ

ろであろう。

こうした点 を率直に吐露 したのが、『平成9

年版大阪経済白書』である。

すなわち、同書は、基礎 自治体における商工

施策の課題 として、「既存産業 を活性化 させ る

有効なメニューが見つからない」、「企業ニーズ

が十分に把握で きていない」 との現状認識を示

している。そのうえで東京都墨田区や大田区の

悉皆調査による実態把握 と 「街づくり条例」の

制定を高 く評価 し、今後に関 しては 「地域振興

のためのグランドデザイ ンの策定の重要性」を

強調 している。加えて、従来型の組合をつうじ

た支援策の限界を率直に認め、その克服のため

には、「現在の補助金をてこに した全国一率の

行政のあ り方は問題が多いため、抜本的に見直

し、自治体独 自の財源を確保すると同時に、地

域の実情に沿った産業振興 を図ることがとりわ

け重要になっている」と主張 している。さらに、

その実施に際 しては、「都道府県 と市町村の間

で役割分担 をする必要があり、また現在都道府

県がもつ権限や予算を市町村 に委譲することも

考えていく事が重要」とのべている5%

一方
、 こ うした状 況下 にあって、豊 中市 の と

り くみ は注 目に値 す る。それ は、1980年 代 後半

か ら 「産 業 振興 ビジ ョ ン」 づ くりに着 手 し、

1990年 に は大 阪府 下で最初 に完成 させ た。 そ し

て21世 紀 にむけ、 「快 適 な都 市 に新 しい産業が

育 ち、新 しい産業が都市 の生 活者を快 適にす る」

との コ ンセ プ トを もとに、「産業 ・まちづ くり

機構 」 を設 置 し、 「4つ のハ イ」― ハ イモ ビ リ

テ ィ(す ぐれ た交 通 条 件)、 ハ イ アメ ニ テ ィ

(快適 な都市環境)、 ハイエ コノ ミー(ゆ たか な

産業 集積)、 ハ イ コミュニ テ ィ(活 力あ る まち

づ くり)を め ざ し、具体 的 なと りくみ をすすめ

てい る52}。

また最近、産業振興に積極的なのが堺市と八

尾市で、どちらも地域産業集積活性化法の指定

地域になったことを契機に意欲的にとりくんで

いる。たとえば堺市の場合、1997年 度普通会計

ベースで商工費は約65億 円と府下的にも突出し

てお り、歳出総額に占める比率 も府下平均の

0.8%に 対 し2。6%と きわだっている。 また八尾

市も、地域における産業集積の構造解明のため

に、外部の専門家や地域の中小企業経営者の力

に依拠しなが ら調査を重ね、独 自の産業振興策

づくりに着手 している。

これに対 し、府下最大の中小零細企業の集積

地である東大阪市は、「中小企業都市サ ミット」
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を提唱するなど一見意欲的にみえるものの、多

くの領域で行政水準が府下的に低位にあるよう

に、商工行政もその例外ではない。たとえば商

工費(1997年)は 約17億 円(歳 出に占める比率は

1.0%)と 府下平均を若干上回ってはいるが、そ

の中味は従来型の融資中心でかつ補助金依存 と

いう体質に加え53)、同和関連予算が相当額占め

ている(一 時期はその大部分 を占めた)。 この

ためいわゆる 「真水」部分は少なく、また各種

調査も民間コンサルタントに委託するのが通例

というように、これまでは 「意欲も能力 も欠け

た」状況にある。

V産 業空洞化 を超 えて

(1)地 域産業政策の改革方向

前述のとお り、デビッド.C.コーテンは、今

日のグローバル資本主義は少数者に富裕 をもた

らす反面、「実質的には人類を貧困化 させてい

る」とし、「集団的自滅 を避けるためには、ビ

ジネスのあ り方を根底から変革 し、小規模で地

域的な主体に力を戻す必要がある」 とのべてい

る謝。 このコーテンの主張は、先に指摘 したと

お り一部 に具体性が欠けるものの、 グローバ

ル ・エコノミー段階における地域経済のあ り方

を考えるうえで重要な手がか りとなるものであ

ることはまちがいない。また自律的な地域経済

システムへの移行にかかわって、コーテンの議

論の間隙を埋めうる具体的事例のひとつに、イ

タリアの先駆的経験 一 「エ ミリアン ・モデル」

が存在す るといってもさしつか えないであろ

う。

そこで、コーテンの議論やイタリアの教訓を

もとに、わが国において自律的な地域経済シス

テムを展望する場合、その産業政策 としての原

則は、さしずめ以下のとお りとなるのではなか

ろうか。

a.地域 自治の原則

その第一は、地域 自治の原則である。

これは自律的な地域経済システムをすすめる

主体はだれか、 という基本命題にかかわる問題

である。そしてそれは地域住民 と社会的存在 と

しての企業であ り、 とくに都市部においてはそ

の圧倒的部分を構成する中小零細企業である。

またそれを側面か らサポー トするのが、当該自

治体や業者団体等NPOの 諸組織であることはい

うまでもない。ただし地域産業政策を策定する

ノウハウは、地方 自治体みずからが開発してい

くほかはない。

とはいえ、このことは何もこの問題に関する

政府の責任の一切 を免罪 しようという意味では

まった くない。むしろ各地域が自前でやれると

ころまで徹底 してやるという姿勢 を示す こと

が、かえって政府固有の領域を明確化すること

につ ながるのである。そ して、それはとりもな

おさず市場の公平な競争条件を確保することで

あ り、そのためにも佐和隆光 もいうとお り、独

占禁止法や公正取引委員会などが 「存在すれど

も機能せず」 といった状況を、ただちに実効性

のあるものに改革することである55)。同時に産

業自治を確立するうえか らも、行財政全般にわ

たっての地方分権が不可欠の前提であることは

論をまたない。

b.地域 自律の原則

第二は地域 自律の原則である。

これは外部の資本や政府の補助金などにおも

ねることなく、地域住民や企業が創意工夫を重

ね、地域 に賦存する経営資源を十分に活用 し、

かつ域内循環を高めることをつ うじて地域の経

済的自律をはかることである。このことは地域

の多様性あるいは固有性を基礎に、いわば 「な

いものねだり」ではな く、徹頭徹尾いまあるも

のをその出発点にすえるという考え方である。

その場合、たとえば高齢者対策 も墨田区の

「マイスター」運動のようなもので、長年かけ

て培われた熟練技能やノウハウなども貴重な地

域資源と位置づけることによって高齢者の就労

機会や生きがいの確保 につながる一方、それが

企業の後継者問題の解消などに結びつ く可能性

もある。同時に自治体 としては経済的自律にと

もない独 自財源の確保が容易となり、それをも

とに手厚い福祉対策をは じめ、他地域 とは違う
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個性的な街づ くりなどの積極的展開が可能とな

る。

さらに、地域経済の自立化過程をつうじて地

域の大企業や資本の投資動向に一定の歯止めを

かけ、地元雇用や環境等を守るなどその社会的

責任 を果たさせるなかで、まさしく自律的な地

域経済システムを展望 しうるのである。

c.ネ ットワークの原則

第三 はネッ トワー クの原則であ る。

」.リプナ ック とJ.ス タ ンプスは、「ネッ トワー

ク とは、われわれ を結 びつ け、活動 ・希望 ・理

想 の分 かち合い を可能 にす る リンクで ある」 と

定義す る53h)。ま たRK.ミ ュ ー ラーは、「ネ ッ トワ

ークは本質的に 自由な形態 であ り、 自己組織 化

で ある」 と定義 し、そ のうえで 「ネ ッ トワー ク

は競争 よ りも協 調 を生み 出す」 と主 張す る57)。

こ の両者 に共通 す ることは、 ネ ッ トワー ク とは

それ に参加す る ものの主体的 な意志 にかか わ る

関係、 とい うことである。

この 「協調や分かち合い」を生みだす主体的

な選択 としてのネットワーキングは、域内と域

外という二つの 「場」をもっている。

まず域内ネットワークについては、地域を構

成するすべての経済アクターが注文を共同受注

したり、資材の共同購入や必要に応 じて 「信用

同盟」や 「販売同盟」など目的意識的に追求す

ることである。そして、それによって規模の経

済性 はもとより、範囲の経済性や「ネットワー

クの経済性」が実現可能 とな り、その有効性は

イタリアの産業地区があます ところなく指 し示

している。

一方、わが国においては、「ラッシュすみだ」

を典型に、水平的分業にもとつ く共同受注組織

が大都市圏域で産声をあげつつあるが、 とくに

現下の情勢のもとではこうした動 きを促進させ

る必要がある認}。またその際、コーディネータ

ーとしての中堅企業やNPO諸 組織の果たす役

割が殊のほか重要である。そして、そのために

も各業者団体間の友誼的関係の構築が求められ

る。

い ま一つの域 外 ネッ トワークについて は、情

報機器や運輸交通手段の飛躍的前進とあいまっ

てヒトや財の交流が容易 となるなかで、国内他

地域のみならず国外、とくに経済発展の著 しい

アジア地域 とのリンケージが強まっている』こ

うした交流関係の持続的な発展 を追求するため

にもヒトや財に加 え、技術の トランスファーや

内外の人材研修等の積極的受け入れなどによっ

て、モノづ くりにおけるアジア地域の人材養成

センターをめざすなどが求められる。

d.コ モン・ス トックの原則

第四が コモ ン ・ス トック(共 有 資産)の 原則

である。

資本主義社会においては、大企業の地域支配

によって、地域に歴史的社会的に形成されたモ

ノづ くりにかかわる 「経験知」や 「暗黙知」 と

いわれる知的資産(ノ ウハ ウ)は 、「形式知」

として大企業 システムに解体、包摂 される「'9)。

この排他的資産 としての 「形式知」を、自治体

が触媒 となった新 しい社会的ルールにより地域

のコモン ・ス トックに取 り戻すことが、地域経

済の再生をはかるうえで、また地域特有の多様

で個性的な発展 を展望するうえか らも鍵 とな

るQ

たとえば、そのひとつがイタリアの産業地区

における 「競争 と協調」の関係であ り、こうし

た新 しい社会的結合をベースに、地域にス トッ

クされた 「経験知」や 「暗黙知」 といわれる知

的資産(ノ ウハウ)を 、いわゆる 「共有知」に

転化することによって地域全体のイノベーショ

ンや新製品の開発を旺盛にし、この過程をつ う

じて集積 メリット、すなわち規模の経済のみな

らず範囲の経済やネッ トワー クの経済 を高め

る、いわば 「マーシャルの森」 を 「知恵の森」

に進化させることである㈲。

この具体化 にあたっては、社会的インフラス

トラクチ ュアであ り、技術開発、新製品開発、

市場開拓 などに関する情報提供のプラットフォ

ームとしての、イタリアのERVETシ ステムが

参考になる。

またわが国で萌芽的にすすみつつある共同受

注組織が、今後ひきつづき発展するためにもコ
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モン ・ス トックの原則が当然その基盤 となる。

なおイタリアの産業地区においても、抜け駆け

などをした企業に対 しては二度とその地での営

業は許 さないとする厳 しいペナルティがある

6%そ の意味か らも、この前提には相互信頼と

経済的公正の実現がある。

e.共生の原則

第五は共生の原則である。

地域はいうまでもな く産業活動の場であると

同時に、地域住民にとっては生活の場でもある。

したがって、そこでは環境 との調和や住工バラ

ンスなど地域住民 との共生関係がつ らぬかれる

必要がある。同時にその際、住工混在による職

住近接条件のメリットを生か した街づ くりをお

こなうことが重要である。

この点では、神戸市真野地区における企業と

住民との関係が教訓的である。なかでもこの地

が大震災に際 して被害を最小限にくい止めた要

因に、20有 余年にわたる住民運動で培われた住

民の強固な結束や地域コミュニティとともに、

企業のもつ消火設備や消火活動等が果たした例

がそれを象徴 しているb2)。一方、ボローニャで

は、世界をリー ドする魅力的な製品のかずかず

が生みだされる背景のひとつに、長年にわたる

「ボローニャ」方式 と呼ばれる街づ くりの結果

実現した、あの素敵な街並みがある。

すなわち、この事例はともに長年にわたる産

業振興 と都市計画 ・街づ くりの一体的なとりく

みによる企業 と住民の共生関係がつ らぬかれた

成果である。逆にこれと好対照をなすのが、実

は大阪である。そこで、この点に関しては、故

司馬遼太郎の次なる指摘が示唆的である。

「もっと大阪の街がきれいになる必要があ り

ます。大阪の街を歩 くと、 ときどき絶望的にな

ることがあ ります。こんな街か らどうして魅力

的なものが生まれるのか しらと思うほどです。」

「もう一度、高貴 な合理主義を取 り戻 し、大阪

の街をもう少 しきれいにし(な ければ)、 大阪

の復権などありえません」纈。

f多 様性の原贈

第六は多様性の原則である。

「都市地域は、唯一妥当な地域経済の形態」

と主張するJ.ジェイコブズは、都市の4大 原則

のひとつに、都市の多様性 をあげている醐。す

なわちそれは、都市の機能としては必ず複数の

機能が必要であり、またそれにともないで きる

だけ多様な範疇の人々が交流する場となる必要

があるとの考えからである。

彼女は都市景観にかかわる多様性 も原則のひ

とつにあげている。これは地域を地域固有の多

様で多元的な文化 と産業をはぐくむ知的、創造

的な空間として認識するためにも重要な視点で

あろう。

また地域経済の多様性に関 しては、「地域経

済 全 体 が 全 面 的 に 特 化 あ る い は専 門 化

(specialization)す るのではな く、ある程度多

角化(diversification)を すすめ、地域内需要

に対応する地元産業の多様な発展をできるだけ

追求する地域経済が、産業構造の変化に耐え、

持続的な成長 を可能にして、自立化の基礎を強

化する」㈲ ことはまぎれ もない事実であろう。

たとえばこの点では、東大阪市の産業構造にお

ける 「雑多性」ともいえる多様な業種構成や、

卸売機能の集積による多様な取引関係は、十分

に評価 されて然るべきであろう眺

g.総 合性 と発達の原則

第七は総合性 と発達の原則である。

以上の原則にもとつ く地域経済の自律的な発

展の実現可能性は、つ まるところ、地域を構成

する企業、業者団体等NPOの 諸組織、および

地域住民と自治体担当者などによる トータルな

民主主義的力能にかかっているといってよかろ

う。

そこで地域における民主主義的基盤を高める

ためにも、狭い意味での産業自治を追求するの

ではな く、生活圏における生存権や発達権 を同

時的に実現することが求められる。またそのた

めには、従来の自治体産業政策の枠組みを根本

的に転換することが不可欠である。すなわちそ

れは産業政策と地域の教育や医療、あるいは社

会保障政策などと連動をはかるとともに、でき

るだけ多 くの行政領域で分権化 と住民参加 をす
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すめる制度改革が必要である。

一方
、産業政策 それ 自体 も発展す る企 業群 を

視野に、いわ ば従来 の救済 型中心 に加 え支援 型

も重 視す る必要が ある。 またイ ンフラス トラク

チュ アの整備 に関 しては、ハー ド面 もさる こと

なが ら、それ以上 にup-to-dateでvividな 情 報

提供等 がで きるよう、 ソフ ト面 にお ける支援 サ

ービスの充実が求め られ る。

要するに、こうした改革を積み重ねることに

よって、女性や高齢者、さらには社会的弱者の

社会参加を含め、人間の潜在的諸能力を発達さ

せる総合的な地域経済システムを確立すること

が肝要である。この点で参考になるのがイタリ

アにおける女性の活躍ぶ りである。それも各行

政機関への進出にとどまらず、NPO諸 組織や

企業における企画 ・デザイン部門を中心 に、そ

の進出ぶ りはめざましいものがある。逆 にいえ

ば、エ ミリア・ロマーニャ州発展の要因のひと

つには女性の社会進出を保障するシステム改革

の成功があるといっても決 していいすぎではな

かろう。

(2)自 律的な地域経済システムの形成をめざして

いずれ に して も、わが国 にお ける地域 産業政

策に関す る問題 は地域独 自の政策が存在 す るこ

と自体 に希少性が ある ものの、 たとえ存 在 した

として もその不十分性 は まぬがれ えない。それ

は、 グローバ ル ・エ コ ノミー段 階で は 「地域 の

競争優 位」条件が 、地域 間 にお ける優勝劣敗 を

ダイ レク トに規定す る関係 になるた め、地域 の

競争優 位 を獲i得 し持続可 能で、かつ内発 的な発

展(sustainableendogenousdevelopment)67}

を展 望す るうえか らも、求 め られ る地域 産業 政

策は上にみた 自治、 自律 、ネ ッ トワー ク、 コモ

ンス トック、共生、多様性 、総 合性 と発達 とい

う7つ の原則 を同時的 に追 求す ることが不可避

となろう。

同時にその際、自治体 として問われる関係は

地域における企業経営にこだわ り、技術革新 と

人的資源への持続的な投資をすすめ、新規創業

や新規事業に意欲をもつ企業家や企業(家)グ

ループ、すなわちシュンペーターのい う不断の

技術革新による新生産方法や新結合、新市場を

開拓するアントレプレナー(entrepreneur)6s}

を恒常的に輩出 してい く 「産業的雰囲気」を、

自治体が産業インフラの整備等 を担いつつその

触媒となり、いかに地域全体に持続的に形成す

るかであろう。そ してその場合の産業政策は、

当然、その規模 も内容も 「命がけの飛躍」が必

然 となる。 しかし、それはもとよ り限られた権

限と財源の もとでの関係であるため、結局のと

ころ問われるのは、各自治体における政策形成

能力 をはじめとした真のガバナビリティなので

ある。

なおこうした政策課題の実施に際 し、関満博

は、「公共サイ ドの事業展 開にあ りがちな 『あ

まねく広 く、そ して、何 もしない』 といった対

応の仕方ではなく、地域産業の将来を明確 に描

き、地域の中小企業を実際にリー ドしていける

ような取 り組みが求め られる」と指摘 している。

そ して、そのうえで地域産業が活性化 してい く

ポイントとして、①次世代産業への展望、②基

盤的技術への注 目、③ キーマ ンとリーデ ィン

グ ・カンパニーの育成、④新規創業のための条

件づ くり、⑤ ビジネネス ・マイン ドの醸成、の

5点 をあげているが傾聴に値する議論であろう

69}
o

ともあれ、今日繰 り広げられる地球規模での

地域間競争において競争優位 を獲得するために

は、「競争と協調」を軸に地域的集積をいっそ

う高めつつ、「いかに他地域 とは違 った魅力づ

けをおこなうか」70]― 地域 に固有の自然的、

歴史的に形成 された経営資源を最大限に活か し

ながら、ハー ド、ソフト両面を一体化 した産業

支援 ネットワークを形成するとともに、地域経

済の維持可能で内発的な発展をすすめる個性的

な街づ くり(==sustainablesociety)に むけた

とりくみが、いま強 く求められているのである。

またその際、 もとより制度的、地域的条件の違

いを前提 としなが らも、地域経済の自律的発展

をめざすために墨田区方式や「エ ミリアン・モデ

ル」から真摯に学ぶ、 という姿勢が とりわけ重
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要 で あ ろ う71)。

そ して、その具体化 にあたってのス ロー ガ ン

と して は、か ってB.ウ ォー ド(BarbaraWard)

とR.デ ュ ボス(Ren`Dubos)が 環 境政策の永

遠 の ス ロ ー ガ ン と して 提 唱 し た"Think

Globally,ActLocally."に な ぞ らえてい えば、

自律 的 な地域 経済 シス テムの形成 の ため に も、

「地球 的視野 で考 え、地域か ら行動 を、未 来 を

見す え、 た だち に実践 を」"ThinkGlobally,

ActLocally,ThinkFuture,ActNow."7L'1と

なるので はなかろ うか。
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